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全部原価計算会計システム（米国認定特許） 

序文 

下記特許明細書は，平成１４年５月，日本国特許庁へ特許出願したものですが，本件は，

平成１９年８月，特許庁より，特許法第２９条第１項柱書に規定する要件を満たしていな

いという理由で，拒絶査定を受け，出願人は受諾しました。 

 

一方，同一内容を米国特許商標局へ特許出願していましたが，こちらの方は平成１９年

１１月２７日付けで特許を認められました。日本と米国に特許出願するに際し，弁理士（私

の友人で優秀な弁理士です）と筆者との間で、次のようなやり取りがありました。「会計専

門家でも理解できない内容を特許局の中に本明細書を読んで理解できる人が居るとは思わ

れません。それで、今回の特許出願は世界に貴方の理論を公表するという目的のために出

願するということでよいですね。」「それでよいです。」 

 

予想は外れて，米国特許商標局からは，本特許の内容を理解してもらうことができ、出

願人が思ってもいなかったような大きな評価を受けました。そして，審査過程の中で、当

初の請求項は、実現された請求項に変わりました。そこで、請求項については、当初の請

求項を実現した請求項に書き改めました。弁理士の感想は，「アメリカという国の度量の大

きさには感心した。今回の件は，弁理士としても参考になった。」ということでした。なお、

日本語明細書では、【要約】の部分も米国特許の ABSTRACT の内容に改めました。 

 

 そういう事情で，本件は日本国特許獲得には至りませんでしたが，本文書に開示された

筆者による独創理論部分は，如何なる国においても，著作権法により保護されております。

本文書の内容を各方面で利用される場合は，著作権法及び，本ウエブサイト上の Copyright

の頁で述べられた範囲の中でご利用ください。本理論を商売に利用したいと思われる方は，

ｅメールで筆者までご連絡ください。 

 

 本文書の記述様式は特許明細書の体裁をとってはいますが，本来は，学術論文であるべ

きものです。何故このような形にせざるを得なかったかは，本ウエブサイトの他の部分を

読んでもらえれば分かります。また，明細書の内容がこれほどのボリュームになったのは，

従来の理論を反証明し，筆者の理論の正しさを会計専門家に納得させるために（結果的に

は失敗しましたが），説明が何段階かに渡って加えられていったことと，実際の営業活動に

とっては大変重要である管理総利益と名づけた粗利益（利益の種類は実際は何でも良い。）

による利益管理を企業会計実務者が実際に遂行できるように，実務的な利益図の作表技術

の説明を加えたためです。 

http://www11.plala.or.jp/yuichiro-h/index.htm
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本明細書における理論解析の部分は，正直に言って会計専門家にとっても大変難しいで

す。このことは，Henry Hess から A.W.Patrick，R.L.Brummet, David Solomos に至る全部

原価計算や直接原価計算における、損益分岐点や損益分岐線に関する研究の歴史と成果を

見れば分かります。 

 

本研究においては，最初の段階では，製造間接費配賦額に Taylor 展開を使ったわけです

から，会計専門家からその理論構築方法論が理解されなかったのも無理は無かったような

気もします。なおかつ，過去数十年間，真理と信じられて教科書に記載されている Solomos

理論を筆者が誤りだと主張している訳ですから，会計専門家も筆者の理論の方を却下せざ

るを得なかったのかもしれません。筆者の方でも，Solomos 理論のどの部分がどういう理由

でどのように誤っているかを理解し，本ウエブサイト中で示されているようように、図形

の中に表現するのに１２年かかりました。なお，筆者の理論構築の完成に至るまで，筆者

は損益分岐点解析に関する先人の業績を全く知りませんでしたが，今までの色々な経緯の

中で，先人文献を教えて戴きました M会計学教授には，実際は大変感謝しております。 

 

 それとは反対に，筆者による全部原価計算における棚卸資産を考慮した損益分岐点図、

即ち利益図の作図方法は，会計実務家にとって、次の通り全く簡単な方法です。全部原価

計算損益決算書において，η＝期首繰越・製造間接費配賦額－期末繰越・製造間接費配賦

額を定義し，“η+実際製造間接費”を固定費とみなして，その他の固定費に加えて従来の

４５度線損益分岐点図を作ればそれでよい。管理総利益図は，損益決算書からの会計数値

変換表から作ります。一度，損益決算書から変換表，管理総利益図に至る手続きを作れば，

グラフソフトなどで管理総利益図を簡単に作図できます。 

 

４５度線損益分岐点図理論は，１９世紀末から２０世紀の初頭にかけて，Henry Hess に

より創案され（１９０３年），C.E.Knoppel や Walter Rautenstrauch 達により１９２０年か

ら１９３０年にかけて広められました。この時代は，Frederick Winslow Taylor によって

提唱された原価の科学的管理方法の創案や，Harrington Emerson による標準原価計算の創

案，A.H.Church による間接費配賦法（科学的機械率法）の提唱の時代と同じ頃でした。こ

れらの会計思想や技術が伴ってアメリカの大量生産時代が実現したのです。 

 

標準原価計算が産業界にほぼ定着した頃，１９３６年に J.N.Harris によって，標準原価

計算では，利益が期首と期末の棚卸資産に配賦された製造間接費配賦額の大きさの違いに

よって変動するという標準原価計算の欠陥が指摘され，全部原価計算に代わる直接原価計

算が提案されました。このことは，まさしく，Henry Hess を起源とする今や周知の４５度

線損益分岐点図の欠陥のことを言っているのです。従来の理論では，製造間接費配賦額が

期首と期末で一致しない限り，正しい全部原価計算損益分岐点図を描けません。なお，David 
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Solomons による理論は，仮にその理論が正しいとしても，会計実務に使うことはできませ

ん。何故なら，彼の損益分岐点図には，財貨数量と財貨価格とが共に使用されているから

です。筆者の損益分岐点図を描くには，決算書に現れる会計数値以外は必要としません。 

 

筆者の損益分岐点図は，実際原価計算，直接原価計算，全部原価計算における全ての図

形をその特別な場合として含みます。さらに，筆者の損益分岐点図理論は，A.W.Patrick に

よる全部原価計算損益分岐点図に対する基礎理論と R.L.Brummet による損益分岐線に対す

る理論と完全に整合し，逆に筆者の理論により彼らの理論を説明することができます。従

って，筆者の損益分岐点図理論は，将来，会計学と経済学に適用される利益図に対する基

礎理論となるはずです。 

    

筆者の定義する管理総利益とは，製造間接費に当たる費用が発生する企業において，製

品を販売する際に，企業の営業職に通常，利益目標（通常，売上に対する率や総額で指示

される）として命じられている，いわゆる粗利益のことです。管理総利益計算に用いられ

る管理総原価は、通常、直接原価と配賦原価によって構成されています。しかしながら、

損益計算書上の総利益計算は、実際原価からと棚卸資産に対する配賦の影響を受けて計算

されます。従って、管理総利益と総利益の値は違いますので、売上から管理総原価を減じ

ても決算書上の総利益を得ることはできません。さらに，全部原価計算では、売上から変

動原価のみを減じた総原価に意味がないので、管理会計において，直接原価計算では限界

利益図が利用されるのに，全部原価計算では利益図があまり利用されてこなかった理由な

のです。 

 

全部原価計算においても、管理総利益図によって，財務会計と整合させた利益図管理が

可能となります。しかしながら，筆者の会社では十数年に渡って管理総利益図による利益

管理を続けてきましたが，利益管理の実践の中ではそれなりに問題点は出てきます。それ

は直接原価計算による利益管理の場合と同じことです。 

 

筆者は，管理総利益理論が完成したあたりから，国民経済計算に筆者の会計理論を適用

する試みを始めていました。或る日，どんな経済学教科書においても見たことが無い図形

が現れました。それは，ケインズによる余りにも有名な投資乗数効果図形を否定する図形

でした。その後の研究内容は他のページを見て戴くことにして，最終的には，筆者の研究

により，ケインズによる投資乗数効果理論は数学的に誤りであるという結論を得ました。

その理由を一言でいえば，ケインズ投資乗数効果の論理は会計論理、特に本特許で筆者の

提示した全部原価計算損益分岐点図と矛盾するからということです。それに伴い，現在の

ミクロ経済学の最も基本的な理論基盤である均衡理論に疑問部分が見えてきました。まだ

研究中ではありますが，何れ皆様に最終的な成果を発表したいと思っております。 
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 これらの一連の研究成果で分ってきたことは，経済理論を支える理論構造は，企業経営

においてでも同じであるはずだということです。筆者が創案した産業連関表（取引連関表）

における「価値流れ行列」は企業原価計算においても成立します。国民総生産は，およそ

個人企業を含む企業損益決算書の総和から成り立っています。 

 

筆者の予想では，少なくとも数十年以内には，経済学と会計学との間で，理論構築におけ

る方法論の差は無くなるはずです。その時には，例えば失業問題や金融問題に対して，経

済学専門家も，労働運動指導者も，経営者も，金融会計者も、政治家もそれぞれ違った立

場に立ちながらも，互いに共通する理論基盤で，論じ合っているはずです。その中で最も

重要な役割を果たす理論基盤は数学ではなくて、会計学と医学や生物行動学を含む生物学

の理論になるであろうと思っています。逆に言えば，会計学や生物（生命）活動の論理と

矛盾する経済学理論はこれから滅びていくでしょう。 

 その来るべき時代を残念ながら筆者は見ることはできませんが，世界中の若い勇敢な研

究者達がこの課題に挑戦し、これから実現していくことでしょう。 
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全部原価計算・会計システム（日本国出願特許） 

 

特許出願公開番号,特開 2003-331115（P2003-331115A）,公開日 2003.11.21 

出願番号,特願 2002-137922（P2002-137922）,出願日 2002.5.14，拒絶通知 2007.8.21，受

諾。 

出願人, 林有一郎, 発明者 林有一郎, 代理人 弁理士 櫻井俊彦  

 

【書類名】明細書 

【発明の名称】 全部原価計算・会計システム 

 

 【特許請求の範囲】  

【請求項１】（４５度線損益分岐点図の作図法を含む全部原価計算会計方法） 

損益分岐点図の作図法を含みながら全部原価計算会計を使用する会計事業方法であって， 

その損益分岐点図とは，投入原価の測定基準として標準原価計算を含む全部原価計算を 

採用している或る企業の或る損益計算書から得られて，４５度線を用いて表現されて

おり，その中で，標準原価計算は内部振替価格制度に基づいた原価計算からなり，そ

の損益計算書はコンピューター計算によって全部原価計算を使用して得られており， 

その事業方法は，次のステップからなるものである。 

水平軸を売上高Ｘとし，鉛直軸を売上高(原価＋利益)とする平面座標を設け， 

次のように定義し， 

η＝棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額＝期首棚卸資産中の製造間接費配賦額 

－期末棚卸資産中の製造間接費配賦額を定義し， 

Ｃ+Ｇ+ηを固定費扱いとしてＸ軸に平行に固定費線を描き，ここにＣ＝製造間接費（実 

際），Ｇ＝販売一般管理費（実際）， 

売上製造直接費（実際）ＤＸを変動費扱いとし， 

鉛直軸と当該固定費線との交点を通る右肩上がりの変動費線を描き， 

原点を通る右肩上がりの４５度線を描き， 

その変動費線と４５度線との交点を特定することによって，全部原価計算損益計算書に 

対する営業利益損益分岐点と決定する。 

 

【請求項２】（ [請求項１]+複数の製造直接費部門別に分解された管理総利益図の作図法を

含む全部原価計算会計方法）  

 [請求項１]において請求された全部原価計算を使用する会計事業方法であって，その企

業は複数の製造直接費部門から構成されており，その事業方法は，さらにその損益計算書

を個々の製造直接費部門別に分解し，「管理総利益図」と名づけられた各部門別の損益計算
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書を提供し，そしてコンピューター計算を用いて個々の全部原価計算損益計算書に対する

管理総利益図を作図するものであって，その事業方法はさらに次のステップからなる。 

複数（ｍ＝ｍ１，ｍ２，・・・，ｍｎ）の製造直接費部門，複数（ｃ＝ｃ1，ｃ２，・・・， 

ｃｎ）の製造間接費部門，販売一般管理費部門（ｇ），営業外損益部門（ｕ）および特

別損益部門（ｓ）からなる管理会計制度を有して，当該全部原価計算を採用する或る

企業に対してその事業方法を適用するものであって， 

１企業当たりにおいて，次のように記号を表し， 

Ｘ＝売上高，ＤＸ＝売上製造直接費（実際，変動費），ＣＦ＝製造間接費（実際，固定費），

ＡＸ＝売上製造間接費配賦額，η＝前記棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額， 

Ｇ＝ＧＦ（「固定費」とみなす。）＝販売一般管理費，Ｕ＝営業外損益（借方を正とする），

Ｓ＝特別損益（借方を正とする），ＡＲ＝棚卸資産を除く資産への製造間接費配賦額，

ＰＴ＝税引前当期利益， 

さらに次のように定義し， 

ＥＸ＝ＤＸ＋ＡＸ＝全部製造原価， 

ＱＭ＝Ｘ－ＥＸ＝管理総利益， 

ｆＴ＝η＋ＣＦ＋ＧＦ＋Ｕ＋Ｓ－ＡＲ＝管理固定費， 

水平軸をＸ，鉛直軸をＱＭとする平面座標を設け， 

損益表が借方＝[ｆＴ＋ＰＴ] ，貸方＝[ＱＭ＋ＡＸ]である損益表に変形されることを利用し 

て， 

ｆＴをｍｉ部門別に分解するための適当な配分基準を用いて，ｍｉ部門別にコンピュータ 

ー計算でｆＴｍｉに分解し， 

[ＱＭ＋ＡＸ]を [ＱＭｍｉ＋Ａ
Ｘ
ｍｉ]に，Ｐ

ＴをＰＴｍｉに分解し， 

ｍｉ部門別当たりの損益表を借方＝[ｆＴｍｉ＋Ｐ
Ｔ
ｍｉ]，貸方＝[Ｑ

Ｍ
ｍｉ＋Ａ

Ｘ
ｍｉ]の形に導 

き， 

ｆＴｍｉを縦軸の切片として，傾きをＡ
Ｘ
ｍｉ／Ｘｍｉとする右肩下がりの傾斜線Ｌ１を描き， 

原点（０，０）と座標点（Ｘｍｉ，Ｑ
Ｍ
ｍｉ）を通る右肩上がり傾斜線Ｌ２を描き， 

座標点（Ｘｍｉ，０）と座標点（Ｘｍｉ，Ｑ
Ｍ
ｍｉ）を結ぶ鉛直線Ｌ３を描き，直線Ｌ３上に 

おいて，直線Ｌ２と直線Ｌ１との差をＰＴｍｉとし， 

各ｍｉ部門別の直線Ｌ１と直線Ｌ２との交点を特定することによって，各ｍｉ部門別の

全部原価計算損益計算書に対する損益分岐点と決定する。 

 

【請求項３】 （[請求項 2]により得られた図表を開示するためのコンピューター情報ネッ

トワークシステムを持つ会計方法） 

[請求項２]において請求された全部原価計算会計を使用する会計事業方法であって，さ

らにその事業方法とは，コンピューター情報ネットワークシステムを通じて，複数の管理

会計部門関係者に対して当該図表を開示するための方法からなり，その事業方法とは次の
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ステップからなる。 

複数（ｍ＝ｍ１，ｍ２，・・・，ｍｎ）の製造直接費部門，複数（ｃ＝ｃ1，ｃ２，・・・， 

ｃｎ）の製造間接費部門，販売一般管理費部門（ｇ），営業外損益部門（ｕ），特別損

益部門（ｓ），および損益集約部門（ｚ）からなる管理会計制度を有し，それらの全て

の会計部門はコンピューター情報ネットワークシステムによって結ばれており，当該

全部原価計算を採用する或る企業に対して，その方法を適用するものであり， 

その 1企業当たりの損益計算書を，利益図，即ち当該４５度線と当該管理総利益図によ 

って表された損益分岐点図に変換し， 

会計データをこれらの管理会計部門からコンピューター情報ネットワークを通して，或

るサーバーに送り， 

損益集合部門が計算に必要な会計データをそのサーバーより取り出し，又経営に必要な 

他のデータを加えて， 

前段で得られる会計データを管理総利益図，又は４５度線損益分岐点図に変換して，そ 

れらの図表をサーバーに蓄蔵し， 

コンピューター情報ネットワークを通して，各管理会計部門関係者にそれらの図表を 

提供し， 

コンピューター情報ネットワークを使用して，企業関係者に図表情報を開示する。 

 

【請求項４】（[請求項 3]で示された会計方法の中に、コンピューター情報ネットワークを

通じて情報を伝達し合う社内外からの会計サービス提供者を加えた全部原価計算会計方

法）  

[請求項３]において請求された全部原価計算会計についての或る事業方法であって，そ

の事業方法は，コンピューター情報ネットワークを通じて，当該利益図が伝達され合って

いるその企業とその企業のための会計サービス提供者で構成され，さらに，その事業方法

は，次のステップからなる。 

企業が会計データをコンピューター情報ネットワークを通じて，会計サービス提供者に 

送り， 

会計サービス提供者は，会計データを当該４５度線損益分岐点図と当該管理総利益図を 

含む利益図に変換し， 

逆の方向で，会計サービス提供者は，これらの利益図のような情報を企業に送り返す。 

 

【請求項５】（会計計算と情報開示のためのコンピューター装置と４５度線損益分岐点図と

からなる全部原価計算会計システム） 

 会計方法として全部原価計算を採用している或る企業によって用いられる或る会計シス

テムであって，その会計システムとは，コンピユーター計算を用いて当該全部原価計算に

よって発生した企業損益計算書を使用して得られる損益分岐点図において，損益分岐点を



   

 8

特定するものであって，その損益分岐点図は４５度線を用いて表されるものであり， 

そしてその会計システムとは，次のような二つの構成からなるものである。 

 一つは，コンピューター情報ネットワークを通じて，サーバーとデータベースとが操作 

可能的に内部連結された複数のコンピユーター装置であり， 

ここに，サーバーは当該全部原価計算，又は企業内部振替価格制度の基づいた原価計算 

を採用している或る企業の損益計算書に基づいた計算を実施して損益分岐点を与える

ものであり， 

他の一つは，次の操作によって得られる損益分岐点図である。 

水平軸を売上高Ｘとし，鉛直軸を売上高(原価＋利益)とする平面座標を設け， 

次のように定義し， 

η＝棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額＝期首棚卸資産中の製造間接費配賦額 

－期末棚卸資産中の製造間接費配賦額を定義し， 

Ｃ+Ｇ+ηを固定費扱いとしてＸ軸に平行に固定費線を描き，ここにＣ＝製造間接費（実 

際），Ｇ＝販売一般管理費（実際）， 

売上製造直接費（実際）ＤＸを変動費扱いとし， 

鉛直軸と当該固定費線との交点を通る右肩上がりの変動費線を描き， 

原点を通る右肩上がりの４５度線を描き， 

その変動費線と４５度線との交点を全部原価計算損益表の下での企業損益計算書に 

対する営業利益損益分岐点として特定する。 

 

【請求項６】（[請求項 1] と[請求項２]とからなる会計システム） 

[請求項１]についての会計システムであって，ここにその企業は複数の製造直接費部門

からなり，さらにその会計システムとは次のようなものである。 

或る企業の損益計算書を個々の製造直接費部門別に分解し， 

「管理総利益図」と名づけられた各部門別の損益図を提供し， 

サーバーによって実施されたコンピューター計算を用いて個々の全部原価計算損益計算 

書に対する各管理総利益図を作図するものであり， 

さらにその会計システムは，複数（ｍ＝ｍ１，ｍ２，・・・，ｍｎ）の製造直接費部門， 

複数（ｃ＝ｃ1，ｃ２，・・・，ｃｎ）の製造間接費部門，販売一般管理費部門（ｇ），

営業外損益部門（ｕ）および特別損益部門（ｓ）を有する或る企業を含み， 

次のように記号を表し， 

Ｘ＝売上高，ＤＸ＝売上製造直接費（実際，変動費），ＣＦ＝製造間接費（実際，固定費），

ＡＸ＝売上製造間接費配賦額，η＝前記棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額， 

Ｇ＝ＧＦ（「固定費」とみなす。）＝販売一般管理費，Ｕ＝営業外損益（借方を正とする），

Ｓ＝特別損益（借方を正とする），ＡＲ＝棚卸資産を除く資産への製造間接費配賦額，

ＰＴ＝税引前当期利益， 
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管理総利益図とは次のように作られる。 

次のように定義し， 

ＥＸ＝ＤＸ＋ＡＸ＝全部製造原価， 

ＱＭ＝Ｘ－ＥＸ＝管理総利益， 

ｆＴ＝η＋ＣＦ＋ＧＦ＋Ｕ＋Ｓ－ＡＲ＝管理固定費， 

水平軸をＸ，鉛直軸をＱＭとする平面座標を設け， 

損益表が借方＝[ｆＴ＋ＰＴ] ，貸方＝[ＱＭ＋ＡＸ]である損益表に変形されることを利用し 

て，ｆＴをｍｉ部門別に分解するための適当な配分基準を用いて，ｍｉ部門別にコンピ

ューター計算でｆＴｍｉに分解し， 

[ＱＭ＋ＡＸ]を [ＱＭｍｉ＋Ａ
Ｘ
ｍｉ]に，Ｐ

ＴをＰＴｍｉに分解し， 

ｍｉ部門別当たりの損益表を借方＝[ｆＴｍｉ＋Ｐ
Ｔ
ｍｉ]，貸方＝[Ｑ

Ｍ
ｍｉ＋Ａ

Ｘ
ｍｉ]の形に導 

き， 

ｆＴｍｉを縦軸の切片として，傾きをＡ
Ｘ
ｍｉ／Ｘｍｉとする右肩下がりの傾斜線Ｌ１を描き， 

原点（０，０）と座標点（Ｘｍｉ，Ｑ
Ｍ
ｍｉ）を通る右肩上がり傾斜線Ｌ２を描き， 

座標点（Ｘｍｉ，０）と座標点（Ｘｍｉ，Ｑ
Ｍ
ｍｉ）を結ぶ鉛直線Ｌ３を描き， 

直線Ｌ３上において，直線Ｌ２と直線Ｌ１との差をＰＴｍｉとし， 

直線Ｌ１と直線Ｌ２との交点を特定することによって，ｍｉ部門の全部原価計算の損益

分岐点と決定する。 

 

【請求項７】（[請求項 6]により得られた図表とそれらを開示するためのコンピューター

情報ネットワークシステムとからなる会計システム） 

[請求項６]についての会計システムであって，その会計システムにおいては利益図がコ

ンピューター情報ネットワークを通じて管理会計関係者に開示され，その利益図はその企

業に対する損益分岐点図と各製造直接費部門に対する管理総利益図からなるものであり， 

その会計システムの中では，次のステップにより利益図の開示が遂行されるものである。 

コンピューター情報ネットワークを通して，当該利益図を複数の管理会計部門から或る 

サーバーに送り， 

それら利益図を当該サーバーに蓄蔵し 

コンピューター情報ネットワークを通して，当該管理会計部門関係者にそれらの利益図 

を提供し， 

コンピューター情報ネットワークを用いて，当該企業関係者に利益図情報を開示する。 

 

【請求項８】（[請求項 7]の会計システムと社内外からの会計サービス提供者とからなる会

計システム） 

[請求項７]についての会計システムであって，その中で，その企業の会計システムはそ

の各々が複数の管理会計部門を持つ複数の企業から構成されており，さらにその中では，
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或る情報提供者がその提供者との間で利益図が伝達される複数の企業に対して会計アドバ

イスを提供しており，それら企業とその会計アドバイス提供者（以下，提供者という。）の

間の利益図伝達が次のステップによって遂行されているものである。 

複数の企業が利益図の基礎となる会計データをコンピューター情報ネットワークを通じ 

て提供者のサーバーに送り， 

提供者は当該会計データを当該利益図に変換し， 

逆の方向で，これらの利益図を提供者から複数の企業に送り返す。 

 

【請求項９】（[請求項 1]における限定を加えた [請求項 2]に相当） 

損益分岐点図の作図法を含みながら全部原価計算会計を使用する会計の事業方法であっ

て， 

その損益分岐点図とは，或る企業の或る損益表から得られて，４５度線を用いて表現さ 

れており，その企業は，投入原価の測定基準として標準原価計算を含む全部原価計算

を採用しており，その中で，標準原価計算は，内部振替価格制度に基づいた原価計算

とコンピューター計算を用いることによって得られた損益計算書から構成されてお

り， 

その事業会計方法とは，次のステップからなるものである。 

水平軸を売上高Ｘとし，鉛直軸を売上高(原価＋利益)とする平面座標を設け， 

次のように定義し， 

η＝棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額＝期首棚卸資産中の製造間接費配賦額 

－期末棚卸資産中の製造間接費配賦額を定義し， 

Ｃ+Ｇ+ηを固定費扱いとしてＸ軸に平行に固定費線を描き，ここにＣ＝製造間接費（実 

際），Ｇ＝販売一般管理費（実際）， 

売上製造直接費（実際）ＤＸを変動費扱いとし， 

鉛直軸と当該固定費線との交点を通る右肩上がりの変動費線を描き， 

原点を通る右肩上がりの４５度線を描き， 

その変動費線と４５度線との交点を特定することによって，全部原価計算損益計算書に 

対する営業利益損益分岐点と決定する。 

さらにその事業方法とは，損益表を個々の製造直接費部門別に分解し，「管理総利益図」

と名づけられた各部門別の損益表を提供し，コンピューター計算を用いて各全部原価計算

損益計算書に対する管理総利益図を作図するものであって，さらにその事業方法とは次の

ステップからなる。 

複数（ｍ＝ｍ１，ｍ２，・・・，ｍｎ）の製造直接費部門，複数（ｃ＝ｃ1，ｃ２，・・・， 

ｃｎ）の製造間接費部門，販売一般管理費部門（ｇ），営業外損益部門（ｕ）および特

別損益部門（ｓ）からなる管理会計制度を有して，当該全部原価計算を採用する或る

企業に対してその事業方法を適用するものであって， 
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１企業当たりにおいて，次のように記号を表し， 

Ｘ＝売上高，ＤＸ＝売上製造直接費（実際，変動費），ＣＦ＝製造間接費（実際，固定費），

ＡＸ＝売上製造間接費配賦額，η＝前記棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額， 

Ｇ＝ＧＦ（「固定費」とみなす。）＝販売一般管理費，Ｕ＝営業外損益（借方を正とする），

Ｓ＝特別損益（借方を正とする），ＡＲ＝棚卸資産を除く資産への製造間接費配賦額，

ＰＴ＝税引前当期利益， 

さらに次のように定義し， 

ＥＸ＝ＤＸ＋ＡＸ＝全部製造原価， 

ＱＭ＝Ｘ－ＥＸ＝管理総利益， 

ｆＴ＝η＋ＣＦ＋ＧＦ＋Ｕ＋Ｓ－ＡＲ＝管理固定費， 

水平軸をＸ，鉛直軸をＱＭとする平面座標を設け， 

損益表が借方＝[ｆＴ＋ＰＴ] ，貸方＝[ＱＭ＋ＡＸ]である損益表に変形されることを利用し 

て，ｆＴをｍｉ部門別に分解するための適当な配分基準を用いて，ｍｉ部門別にコンピ

ューター計算でｆＴｍｉに分解し， 

[ＱＭ＋ＡＸ]を [ＱＭｍｉ＋Ａ
Ｘ
ｍｉ]に，Ｐ

ＴをＰＴｍｉに分解し， 

ｍｉ部門別当たりの損益表を借方＝[ｆＴｍｉ＋Ｐ
Ｔ
ｍｉ]，貸方＝[Ｑ

Ｍ
ｍｉ＋Ａ

Ｘ
ｍｉ]の形に導 

き， 

ｆＴｍｉを縦軸の切片として，傾きをＡ
Ｘ
ｍｉ／Ｘｍｉとする右肩下がりの傾斜線Ｌ１を描き， 

原点（０，０）と座標点（Ｘｍｉ，Ｑ
Ｍ
ｍｉ）を通る右肩上がり傾斜線Ｌ２を描き， 

座標点（Ｘｍｉ，０）と座標点（Ｘｍｉ，Ｑ
Ｍ
ｍｉ）を結ぶ鉛直線Ｌ３を描き，直線Ｌ３上に 

おいて，直線Ｌ２と直線Ｌ１との差をＰＴｍｉとし， 

各ｍｉ部門別の直線Ｌ１と直線Ｌ２との交点を特定することによって，各ｍｉ部門別の 

全部原価計算損益計算書に対する損益分岐点と決定する。 

 

【請求項１０】（[請求項 9]における限定を加えた [請求項 3] に相当） 

[請求項９]において請求された全部原価計算会計を使用する会計の事業方法であって，

さらにその事業方法とは，コンピューター情報ネットワークシステムを通じて，複数の管

理会計部門関係者に対して当該図表を開示するための或る方法から構成されるものであっ

て，その方法とは次のステップからなる。 

複数（ｍ＝ｍ１，ｍ２，・・・，ｍｎ）の製造直接費部門，複数（ｃ＝ｃ1，ｃ２，・・・， 

ｃｎ）の製造間接費部門，販売一般管理費部門（ｇ），営業外損益部門（ｕ），特別損

益部門（ｓ），および損益集約部門（ｚ）からなる管理会計制度を有し，そしてそれら

の全ての会計部門はコンピューター情報ネットワークシステムによって結ばれている

ような当該全部原価計算を採用する或る企業に対して，その方法を適用するものであ

り， 

その 1企業当たりの損益表を，利益図，即ち当該４５度線と当該管理総利益図によって 
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表された損益分岐点図に変換し 

複数の管理会計部門の会計データをコンピューター情報ネットワークを通してサーバー 

に送り， 

損益集合部門が計算に必要な会計データをサーバーより取り出し，又必要な経営データ 

を加えて， 

前段で得られる会計データを管理総利益図，又は４５度線損益分岐点図に変換して，そ 

れらをサーバーに蓄蔵し， 

コンピューター情報ネットワークを通して各管理会計部門関係者にそれらの利益図を提 

供し， 

コンピューター情報ネットワークを使用して，企業関係者に図表情報を開示する。 

 

【請求項１１】（[請求項 10]における限定を加えた [請求項 4] に相当） 

[請求項１０]において請求された全部原価計算を用いる会計のための事業方法であって，

その事業方法は，或る企業とその企業に対する会計アドバイス提供者（以下，提供者とい

う。）から構成されており，当該利益図表はその企業と提供者との間で伝達されており，そ

の事業方法はさらに次のステップよりなる。 

企業が利益図の基礎となる会計データをコンピューター情報ネットワークを通じて提供 

者のサーバーに送り， 

提供者は会計データを当該４５度線損益分岐点図と当該管理総利益図を含む利益図に変 

換し， 

逆の方向でこれらの図表情報をプロバイダーからその企業に送り返す。 

 

【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

【 発明の属する技術分野】 

本発明は，一般的には，全部原価計算を採用する企業の会計システムに関するものであ

り，より具体的には，コンピューター情報ネットワークなどを介して受け取った顧客の会

計データを処理し，製造直接費部門別の新規マな利益図（損益分岐点図）を描画し，コン

ピューター情報ネットワークなどを介して顧客に提供する全部原価計算・会計システムに

関するものである。 

【０００２】 

 

【従来の技術】 

一般的にいって，人間は損益表の中の数字を眺めても，Ｃ（Cost，費用）とＶ（Volume，

売上高）とＰ（Profit，利益）との関係を感覚的に捕らえられず，図形に表して初めて感

覚的に把握できる。現在，日本国においては，公的な損益計算書の作成は全部原価計算に
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よる。全部原価計算においては，製造間接費は売上製品の他に棚卸資産にも配賦される。

全部原価計算においては，このため，Ｃ-Ｖ-Ｐ利益図を得ることは極めて難しかった。従

来，標準原価計算を含む全部原価計算の下での CVP 分析（Cost-Volume-Profit Analysis）

は不可能であった。 

【０００３】 

１９５８年に A.W.Patrick は損益分岐点図の中で全部原価計算の下での損益分岐線に関

する論文（文献[２]）を発表したが，図の中で記号表示は行われていない。１９６８年に, 

D.Solomons（文献[５]）は A.W.Patrick による利益図を改良する研究を行った。しかしな

がら，両文献において，売上と製造の理論的な取り扱いのために，製品数量を採用し金額

を採用しなかったことから，実務会計への適用性はなかった。そのため，実務に適用し得

る全部原価計算に対する利益の図形表示理論は，１９９７年に発明者により日本国公開特

許広報（文献[１]）において発表された管理総利益理論を除いては，現在世界に存在しな

い。 

【０００４】 

そして，文献[１]の中で，本発明者により，全部原価計算損益分岐点売上高式が示され

た。その時点では，発明者理論と Solomons 理論との比較はなされていなかった。本明細書

において，発明者の理論と Solomons 理論による損益分岐点売上高式を検討し，両理論の違

いを示し，その違いの理由を説明する。 

【０００５】 

 企業の経営活動が複雑化するに伴い，企業の経営組織では集権制から分権制に，すなわ

ち，事業部制への移行が見られた。企業の分権性とは，本社から各事業部への権限と責任

の移譲である。そのために，社内振替価格制度が設けられて，各事業部門間で社内取引が

行われる。 

【０００６】 

管理会計は，直接原価計算においても，全部原価計算においても行われるが，経営的に

は直接原価計算の方が優位にある。何故なら，Ｃ-Ｖ-Ｐの関係がＣ-Ｖ-Ｐ利益図（限界利

益図）として表現でき，その図が企業の利益計画と結びつくからである。しかしながら，

企業が目標とする利益は公的な決算書である全部原価計算による利益であるから，可能で

あるのならば，本来各事業部門が目標とすべき利益は，直接原価計算で求められる利益で

はなくて，全部原価計算で求められる利益であるべきである。しかしながら，全部原価計

算における従来の図形理論上の不備のために，少なくとも利益図の利用を意図した全部原

価計算による事業部制の管理会計は従来行われていない。 

【０００７】 

受注産業で個別原価計算と事業部制を採用する企業を考えると，その管理会計システム

は，１企業当り，次の複数の管理会計部門に分解される。（１）製造直接費を原価管理目標

とする複数の製造直接費部門，（２）製造間接費を原価管理目標とする複数の製造間接費部
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門，（３）販売一般管理費部門，（４）営業外損益部門，特別損益部門，棚卸資産を除いた

資産部門，（５）損益集合部門。 

そして，（１）に（２），（３），（４）の費用を合理的に配分できれば，全ての費用は製造

直接費部門単位に分解される。以下，事業部制とは，全部原価計算損益計算書に適合し，

製造間接費部門の原価差異を残さずに，税引前当期利益を製造直接費部門単位に得ること

を可能とする会計システムのことをいうことにする。 

【０００８】 

１企業当りの全利益を各製造直接費部門当たりの利益に分解するということは，全売上

原価（及び費用）を完全にその部門当りに分解することと同一である。発明者による管理

総利益理論によれば，全部原価計算損益表の図形表示が可能である。しかしながら，文献

[１]においては，１企業当たりの営業利益損益表に対する図形化理論が開示されており，

各事業部門当たりの利益図分解のための理論は開示されておらず，管理総利益理論の実務

への適用方法の理論的展開が望まれていた。 

【０００９】 

近年世界中で，イントラネットやインターネットを通じて，パーソナルコンピューター

により社内や社外の人に電子画像を送る方法が盛んになったが，このような理論情勢によ

り，企業会計は，その必要性にもかかわらず，全部原価計算損益表に対する利益図の画像

開示の方法を現在持っていない。 

【００１０】 

[発明が解決しようとする課題]  

全部原価計算損益表に対して，利益図形提供を利用したビジネスを展開するには，次の

ような課題がある。（１）実務会計に耐え得る事業部門制に対応した全部原価計算損益表に

対する利益の図形化理論の完成を図る必要がある。（２）その理論完成を踏まえて，インタ

ーネットやイントラネットを活用したビジネス手法を提供する必要がある。 

【００１１】 

文献[１]においては，利益は営業利益を対象としていた。しかしながら，利益にも，売

上総利益，管理総利益，売上営業利益，管理営業利益，売上経常利益，税引前当期利益，

税引後当期利益と色々な種類がある。従って，利益管理の目的に応じて，前述の各利益の

段階に適った利益の図示方法を示すという課題がある。 

【００１２】 

実務としての損益計算において，製造間接費配賦額や社内振替価格は，製造間接費部門

相互で配賦し合うということがあり，製造間接費部門と特別損益部門や棚卸資産を除いた

資産勘定との間で配賦されることもある。実務会計に当っては，このような問題が解決さ

れていなければならない。 

【００１３】 

【課題を解決するための手段】 
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上記従来技術の課題を解決する本発明の全部標準原価計算・会計システムは：全部標準

原価計算，又は社内振替価格制度に基づいた全部原価計算（以下，単に「全部原価計算と

いう」）を採用する企業の損益表を想定し；横軸を売上高Ｘとし，縦軸を売上高(原価＋利

益)とする平面座標を設け；η＝棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額＝期首棚卸資産中の

製造間接費配賦額－期末棚卸資産中の製造間接費配賦額を定義し；製造間接費（実際）Ｃ

と販売一般管理費（実際）Ｇとηとの和を固定費扱いとして横軸に平行に固定費線を描き；

売上製造直接費（実際）ＤＸを変動費扱いとして縦軸と固定費線との交点を通る右肩上がり

の変動費線を描き；原点を通る右肩上がりの４５度線を描き；変動費線と４５度線との交

点をもって全部原価計算損益表に対する営業利益損益分岐点とみなす４５度線損益分岐点

図を作成し描画する処理からな成るコンピューターを用いた４５度線損益分岐点図の描

画・表示処理を備えている。 

【００１４】 

さらに，本発明の全部原価計算・会計システムは，上記全部標準原価計算を採用すると

共に，複数（ｍ＝ｍ１，ｍ２，・・・，ｍｎ）の製造直接費部門，複数（ｃ＝ｃ1，ｃ２，・・・，

ｃｎ）の製造間接費部門，販売一般管理費部門（ｇ），営業外損益部門（ｕ）および特別損

益部門（ｓ）からなる管理会計制度を有する企業を想定し，その１企業当たりの全部原価

計算損益表（税引前当期利益）を各ｍｉ部門別の利益図（「管理総利益図」と称する）に分

解し描画する方法であって，  

１企業当たりにおいて，Ｘ＝売上高，ＤＸ＝売上製造直接費（実際，変動費），ＣＦ＝製造

間接費（実際，固定費），ＡＸ＝売上製造間接費配賦額，η＝前記棚卸資産製造間接費配賦

額正味繰越額，Ｇ＝ＧＦ（「固定費」とみなす。）＝販売一般管理費，Ｕ＝営業外損益（借方

を正とする），Ｓ＝特別損益（借方を正とする），ＡＲ＝棚卸資産を除く資産への製造間接費

配賦額，ＰＴ＝税引前当期利益と表わし， 

ＥＸ＝ＤＸ＋ＡＸ＝全部製造原価，ＱＭ＝Ｘ－ＥＸ＝管理総利益，ｆＴ＝η＋ＣＦ＋ＧＦ＋Ｕ＋

Ｓ－ＡＲ＝管理固定費を定義し， 

横軸をＸ，縦軸をＱＭとする平面座標を設けるとき， 

1 企業当たりの損益表が借方＝[ｆＴ＋ＰＴ] ，貸方＝[ＱＭ＋ＡＸ]である損益表に変形され

ることを利用して， 

ｆＴをｍｉ部門別に分解するための適当な配分基準を用いて，ｍｉ部門別にコンピュータ

ー計算でｆＴｍｉに分解し， 

[ＱＭ＋ＡＸ]を [ＱＭｍｉ＋Ａ
Ｘ
ｍｉ]に，Ｐ

ＴをＰＴｍｉに分解し， 

ｍｉ部門別当たりの損益表を借方＝[ｆＴｍｉ＋Ｐ
Ｔ
ｍｉ]，貸方＝[Ｑ

Ｍ
ｍｉ＋Ａ

Ｘ
ｍｉ]の形に導

き， 

ｆＴｍｉを縦軸の切片として，傾きをＡ
Ｘ
ｍｉ／Ｘｍｉとする右肩下がりの傾斜線Ｌ１を描き， 

原点（０，０）と座標点（Ｘｍｉ，Ｑ
Ｍ
ｍｉ）を通る右肩上がり傾斜線Ｌ２を描き， 

座標点（Ｘｍｉ，０）と座標点（Ｘｍｉ，Ｑ
Ｍ
ｍｉ）を結ぶ鉛直線Ｌ３を描き， 
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直線Ｌ３上において，直線Ｌ２と直線Ｌ１との差をＰＴｍｉとし， 

直線Ｌ１と直線Ｌ２との交点からｍｉ部門の全部原価計算の損益分岐点を求める処理か

ら成るコンピューターを用いた管理総利益図の描画処理を備えている。 

【００１５】 

 

 【利益図形理論上の課題の解決手段】 

記号表示を用いて構築した利益図理論（全部原価計算Ｃ-Ｖ-Ｐ図）として，発明者理論

（文献[１]）と Solomons 理論（文献[５]）だけがある。両者の理論において，全部原価計

算損益分岐点売上高式は互いに異なっている。そこで，両理論式に対して同一の記号を使

用して両者を比較し，それらの式の意味を探る。その結果として，発明者式が正しいこと

を示す。 

【００１６】 

 全部原価計算理論においては，会計期間において，理論上必ず，（ａ）売上数量と製造数

量の２者の概念，又は（ｂ）期首棚卸資産と期末棚卸資産の２者の概念が現れる。Patrick

理論を含め，Solomons 理論も実務会計や実務としての利益管理に利用されなかったのは，

それら２者の概念に対して，売上数量と製造数量を代表変数として理論構築したことによ

る。実務会計では，売上製品や棚卸資産に対して製品金額を単位としては取り扱うが，製

品数量を単位としては取り扱わないから，仮に理論が正しくても，その理論は実務では利

用されない。更に，A.W.Patrick と D.Solomons は，一つの図の中で売上数量と製造数量を

二つの独立変数として使用している。これでは，図形の意味の把握が難し過ぎて，実務者

には理解しがたい。 

【００１７】 

このような先行理論の難点を避けるために，発明者は，発明者理論の中で次のような工

夫を加えた。（1）製品に対し数量単位は使用せず，損益表に現れる金額のみを使用した。

（２）横軸の変数は売上高のみとした。（３）期首棚卸資産と期末棚卸資産中の２者の製造

間接費配賦額を製造間接費配賦額正味繰越額ηという 1 個のパラメーターの中に閉じ込め

て図形表示を簡単にした。 

【００１８】 

本発明者による管理総利益理論により，１企業当たりの営業利益損益表から１企業当た

りの営業利益図への変換手続きは既に文献[１]で得られている。利益図作成に当たり，全

部原価計算損益分岐点公式における固定費項，すなわち分子項が重要な役割を果たす。そ

の固定費項とは従来の損益分岐点公式における固定費項，すなわち分子項に当り，本明細

書においては「管理固定費」と名づける。 

【００１９】 

複数の製造間接費部門が存在するとき，製造間接費部門に発生する製造間接費配賦額の

全ての行き先部門を調べ，その行き先部門関係を考慮して，１企業当たりの税引前当期利
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益損益表を作る。その損益表を税引前当期利益に対応した図形表示のための別の形の損益

表に変換する。その中の管理固定費を管理固定費配分基準を設けて各製造直接費部門当た

りに合理的に分解する。これらの操作により，標準原価計算を含む全部原価計算の下での

CVP 分析（Cost-Volume-Profit Analysis）が可能となる。 

【００２０】 

 

【発明の背景となる図形理論】 

管理総利益理論は，理論構築の初歩的段階として，文献[１]に開示されているが，その

要点を記し，更に発明者によるその後の理論展開を加える。 

本明細書においては，製造直接費部門とか製造間接費部門とかの製造業としての会計用

語を用いているが，これは管理会計が製造業を中心として発展したために会計用語が製造

業に適うように定義されているためである。また，理論の展開において，受注産業で個別

原価計算を行う企業をモデルとしている。これは，この種の企業が理論説明に便利なため

であって，本発明は，管理総利益の概念が原価管理又は利益管理において有益であるどの

ような企業に対しても対象となる。 

【００２１】 

更に，本明細書においては，実際の部門組織に関係せず，製造部門を製造直接費を扱う

製造直接費部門と製造間接費を扱う製造間接費部門とに簡単に分けているが，これは，製

造原価＝製造直接原価＋製造間接原価であることを示す記述の便のためによる。更に，説

明対象を税引前当期利益としているが，これも説明の便のためであって，法人税や，配当

金，役員賞与を控除した後の当期純利益に対しても本発明は対象となる。 

【００２２】 

文献[１]においては，製造間接費に対して，製造間接費配賦額が売上高に対し変動費的

である（製造間接費配賦額が売上高に対し，変動費，又は準変動費である）場合を第１種

の製造間接費，固定費的である（製造間接費配賦額が売上高に対し，固定費，又は準固定

費である）場合を第２種の製造間接費と名づけ，その２種類の製造間接費を保持して理論

を構築していた。本明細書においては，理解の便のために，第２種の製造間接費は存在し

ないものとして理論展開するが，本発明は第２種の製造間接費が存在する場合も含むもの

である。 

【００２３】 

売上高をＸと表す。損益分岐点解析においては，必ずしも売上高(金額)は決算書の中の

数値を意味しないので，記号が決算書の中の数値であることを意味する場合に記号に（ε）

を付け，記号を変数として取り扱う場合に（ε）を外したり，記号を関数として取り扱う

場合に（Ｘ）を付けたりする。 

原価が期首棚卸資産を含む当期売上(Current sales)にかかわることを上添え字Ｘを付け

て表し，原価が期末棚卸資産を含む当期製造（Current production）に属することを上添
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え字Ｙを付けて表す。売上と製造とを同時に比較する場合には，数量単位が便利なので，

小文字ｘとｙでそれぞれ売上数量と製造数量を表す。 

【００２４】 

次の記号を使う。 

Ｄ＝製造直接費（実際，変動費） 

ＣＦ＝製造間接費（実際，固定費） 

Ａ＝製造間接費配賦額 

δ＝製造間接費部門の製造間接費原価差異 

Ｇ＝販売一般管理費（実際） 

＝ＧＦ（固定費）＋ＧＶ（変動費） 

Ｅ＝全部製造原価 

Ｑ＝売上総利益 

ＱＭ＝管理総利益 

ＰＭ＝管理営業利益 

ＰＰ＝売上営業利益。 

【００２５】 

営業利益に関する損益計算書は表１のように表される。 

                【表１】 

項  目 借 方 貸 方 

売上高  X(ε) 

売上製造直接費（実際） DX(ε)  

売上製造間接費配賦額 AX(ε)  

製造間接費（実際） CF(ε)  

製造間接費配賦額  AY(ε) 

販売一般管理費 G(ε)  

営業利益 PP(ε)  

 

【００２６】 

１会計期間において，原価が期首棚卸資産に属することを上添え字（－）を付けて表し，

原価が期末棚卸資産に属することを上添え字（＋）を付けて表す。その会計期間において，

原価が棚卸資産に属さないことを上添え字（０）を付けて表す。従って，ＡＸ＝ＡＸ（－）＋

ＡＸ（０），ＡＹ＝ＡＹ（０）＋ＡＹ（＋），ＤＸ＝ＤＸ（－）＋ＤＸ（０），ＤＹ＝ＤＹ（０）＋ＤＹ（＋），ＥＸ＝

ＥＸ（－）＋ＥＸ（０）である。棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額をηで表す。製造間接費は

売上製品又は棚卸資産より他には配賦されないものと仮定する。 

【００２７】 

以上の記号の定義により各記号間の関係は次式となる。 

ＡＸ（ε）＝ＡＸ（－）（ε）＋ＡＹ（ε）－ＡＹ（＋）（ε）             （１） 

η（ε）＝ＡＸ（－）（ε）－ＡＹ（＋）（ε） 
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＝ＡＸ（ε）－ＡＹ（ε）                     （２） 

ＥＸ（ε）＝ＤＸ（ε）＋ＡＸ（ε）                      （３） 

ＱＭ（ε）＝Ｘ（ε）－ＥＸ（ε）                       （４） 

δ（ε）＝ＣＦ（ε）－ＡＹ（ε）                     （５） 

  Ｑ（ε）＝ＱＭ（ε）－δ（ε）                      （６） 

  ＰＰ（ε）＝Ｑ（ε）－Ｇ（ε）                                （７） 

式（１）から式（７）により，ＰＰ（ε）は次のように導かれる。 

  ＰＰ（ε）＝ＱＭ（ε）＋ＡＸ（ε）－η（ε）－ＣＦ（ε）－Ｇ（ε）     （８） 

【００２８】 

説明の便のために，受注産業で個別原価計算を行う企業を対象とする。全部原価計算を

採用している受注産業企業では，一般的に次のような利益管理や原価管理を行いながら日

常の活動をしている。製造直接費部門ではＱＭ（ε）を管理している。製造間接費部門では

δ（ε）を管理している。販売一般管理費部門では，ＰＭ（ε）（＝ＱＭ（ε）－Ｇ（ε））

を管理している。ここに，ＰＭ（ε）は，ＥＸ（ε）を内部仕入額としたときの販売一般管

理費部門の利益であり，ここでは，管理営業利益と名づける。損益集合部門では，ＰＰ（ε）

（＝ＰＭ（ε）－δ（ε））を管理している。この理由は，受注産業においては会計期間中

にδ（ε）を推定することが極めて難しいからである。 

【００２９】 

これらの経営活動を損益表として表わしたのが表２（ａ），表２（ｂ），表２（ｃ），表２

（ｄ）である。 

【表２】 
（ａ）製造直接費部門      (ｂ) 製造間接費部門 
借 方 貸 方 借 方 貸 方 

EX(ε) 
QM(ε) 

X(ε) CF(ε) 
 

AY(ε) 
δ(ε) 

 

（ｃ）販売一般管理費部門  （ｄ） 損益集合部門 
借 方 貸 方 借 方 貸 方 

G(ε) 
PM(ε) 

QM(ε) 
 

δ(ε) 
PP(ε) 

PM(ε) 
 

 

【００３０】 

受注産業で個別原価計算である企業の全部原価計算の下での経営活動はこのような実態

であるにも関わらず，ＱＭ（ε）やＰＭ（ε）は，決算損益計算書上の利益計算には直接に

は必要とされないために，会計学上は軽視されてきており，その会計学上の名称は存在し

ない。そこで，発明者は仮にＱＭを管理総利益，ＰＭ（ε）を管理営業利益と名づけたので

ある。 
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【００３１】 

記号α（ε）を式（９）で定義し，更に式（１０）のような記号ｆＰ（ε）を定義すると，

式（８）は式（１１）のように変換される。 

  α（ε）＝（ＡＸ（ε）－ＧＶ（ε））／Ｘ（ε）               （９） 

  ｆＰ（ε）＝η（ε）＋ＣＦ（ε）＋ＧＦ（ε）              （１０） 

ＰＰ（ε）＝ＱＭ（ε）＋α（ε）・Ｘ（ε）－ｆＰ（ε）          （１１）

【００３２】 

式（１１）においてＰＰ（ε）＝０とする限界状態のＱＭ（ε）を，下添え字ξを付けて

ＱＭξ（ε）と表すと，Ｑ
Ｍ
ξ（ε）は式（１２）又は式（１３）で与えられる。 

ＱＭξ（ε）＝ｆ
Ｐ（ε）－α（ε）・Ｘ（ε）               （１２） 

ＱＭξ（ε）＝Ｇ（ε）＋δ（ε）                    （１３） 

式（１２）は次のように変形できる。   

ＱＭξ（ε）／ｆ
Ｐ（ε）＋Ｘ（ε）／（ｆＰ（ε）／α（ε））＝１      （１４） 

そして，ＰＰ（ε）は次式でも表される。 

ＰＰ（ε）＝ＱＭ（ε）－ＱＭξ（ε）                               （１５）

【００３３】 

図２に示すように，横軸を売上高Ｘ，縦軸を管理総利益ＱＭとする平面座標を設ける。

式（１４）はＸ＝Ｘ（ε）で成り立っていることに注意すると，式（１４）は次のことを

示している。すなわち，座標点（Ｘ（ε），ＱＭξ（ε））は，平面座標（Ｘ，Ｑ
Ｍ）において，

縦軸の切片の値＝線分ＯＡの値＝ｆＰ（ε），傾き＝－α（ε）である直線，図２では直線

ＡＢ，すなわち，次式（１６）で表される直線のＸ＝Ｘ（ε）上にある。 

  ＱＭ／ｆＰ（ε）＋Ｘ／（ｆＰ（ε）／α（ε））＝１            （１６） 

【００３４】 

式（１３）から分かるように，Ｑξ
Ｍ（ε）はＸ＝Ｘ（ε）におけるＧ（ε）とδ（ε）

からなっている。δ（ε）は後述するように製造アイドルコストに相当する。従って， 

Ｑξ
Ｍ（ε）はＱＭ（ε）に対して棚卸資産の存在を考慮に入れて営業利益＝０とする限界の

原価を意味する。そこで，式（１６）を限界管理総利益線と呼ぶことにする。 

【００３５】 

式（４）より，ＱＭ（ε）は式（１７）で与えられる直線，図２では線分ＯＤ上のＸ＝Ｘ

（ε）における縦座標値として与えられる。 

  ＱＭ＝β（ε）・Ｘ                           （１７） 

β（ε）＝ＱＭ（ε）／Ｘ（ε）                     （１８） 

β（ε）はＱＭ（ε）とＸ（ε）との比率を表すので，式（１７）を管理総利益率線と呼ぶ

ことにする。線分ＪＤは管理総利益値そのものを表すので管理総利益値線と呼び，図２を

管理総利益図と呼ぶことにする。 

【００３６】 
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 表１に式（２）と式（３），式（４）を代入し，式（１０）を代入すれば，表１は表３

に変換される。従って，図２と表３は等価な関係にある。 

【表３】 
項  目 借 方 貸 方 

管理総利益  QM(ε) 
売上製造間接費配賦額  AX(ε) 
管理固定費 fP(ε)  
営業利益 PP(ε)  

 

【００３７】 

図２において，直線Ｌ１は利益＝０とする限界の費用を表す線，直線Ｌ２は利益を表す

線であるから，その交点であるＨの点は損益分岐点を表す。損益分岐点売上高（図２で線

分ＯＩ）をＸ（φ）と表すと，Ｘ（φ）は式（１６）と式（１７）の連立１次方程式の解

として次式のように求められる。 

Ｘ（φ）／Ｘ（ε）＝ｆＰ（ε）／（Ｘ（ε）－ＤＸ（ε）－ＧＶ（ε））   （１９） 

ＱＭ（φ）は，Ｘ＝Ｘ（φ）を式（１７）に代入すれば求められる。式（１９）中の 

ｆＰ（ε）は，図２において線分ＯＡの値であり，全部原価計算損益分岐点式における固定

費の役割を果たすので，管理固定費と呼ぶことにする。 

【００３８】 

直接原価計算の損益分岐点売上高Ｘ（φ０）はη（ε）＝０とすれば求められ，次式とな

る。  

Ｘ（φ０）／Ｘ（ε）＝ｆ
Ｐ
０（ε）／（Ｘ（ε）－Ｄ

Ｘ（ε）－ＧＶ（ε））  （２０） 

ｆＰ０（ε）＝Ｃ
Ｆ（ε）＋ＧＦ（ε）                    （２１） 

【００３９】 

全部原価計算においては，通常，Ｃ（ε）やＧ（ε）を変動費と固定費とに分けて記帳

するようなことはしないから，Ｃ（ε）やＧ（ε）は結果として固定費とみなすことにな

る。そのような場合においては，ＣＶ（ε）＝０，Ｃ（ε）＝ＣＦ（ε），ＧＶ（ε）＝０，

Ｇ（ε）＝ＧＦ（ε），すなわちＣ（ε）とＧ（ε）を固定費とみなして管理総利益図を描

いても，実務においては大きな問題は生じない。何故なら，ＣやＧは本来準固定費的な性

状を持つのであり，決算においてＰＰ（ε）≒０の場合には，Ｘ（φ）位置はＸ（ε）位置

の近くにあり，ＰＰ（ε）の値が正負大きな値である場合には，損益分岐点の位置はＣＶ（ε），

ＧＶ（ε）の影響を受けるが，Ｘ（φ）位置とＸ（ε）位置とが離れているので，その影響

は僅かであるからである。 

【００４０】 

ＣＶ（ε）とＣＦ（ε）の値が分かっていて，それを損益分岐点式に取り入れるには，式

（１９）の中でＣＶ（ε）は分母項の中に，ＣＦ（ε）は分子項の中に取り込めばよい。従

って，管理総利益図において，η（ε）＝０とすれば，近似的な直接原価計算利益図が得
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られる。但し，η（ε）＝ＣＶ（ε）＝ＧＶ（ε）＝０であるなら，正確な直接原価計算利

益図が得られる。 

【００４１】 

本明細書では全部原価計算損益分岐点売上高を数式として与えているが，実際の図形表

示に当たっては，直線Ｌ１と直線Ｌ２との交点は連立１次方程式（１６），（１７）の解と

してコンピューターで求める。 

【００４２】 

ここまでの内容の大部分は，式の誘導方法は違うものの，文献[１]において開示したも

のである。ここから先は，新しく本発明者が理論発展させたものである。 

【００４３】 

全部原価計算の損益分岐点式を導く研究を１９６８年に D.Solomons が行っている。

D.Solomons は，A.W.Patrick による「損益分岐線」問題の正当性は認めるものの，損益分

岐線図上の欠陥を指摘した。A.W.Patrick による損益分岐線図は，数値解による説明図であ

る。そこで，彼は記号を用いた全部原価計算損益分岐点公式を導き，彼の利益図を用いて

公式の意味を説明した。 

【００４４】 

D.Solomons の原論文によれば，全部原価計算の損益分岐点公式は次式で与えられる。 

Ｑｓｂ（ａ）＝｛（Ｑｃ－Ｑｐ）・Ｆｍ／Ｑｃ＋Ｆｓ｝／（ｐ－ｖｓ－ｖｍ－Ｆｍ／Ｑｃ） （２２） 

ここに 

  Ｑｓｂ（ａ）＝全部原価計算における損益分岐点を示す売上数量 ， 

  Ｆｍ＝総固定製造費，Ｆｓ＝総固定販売一般管理費，ｖｍ＝単位変動製造費， 

ｖｓ＝単位変動販売一般管理費， ｐ＝販売単価  

  ＱＳ＝売上数量，Ｑｐ＝製造数量，Ｑｃ＝基準操業度における製造数量 

【００４５】 

式（２２）を発明者式 （１９）と比較するために，次のように記号変換すると，式（２

２）は式（２３）のように変換される。 

Ｘ（ε）＝Ｑｓ・ｐ， Ｘ（φ）＝Ｑｓｂ（ａ）・ｐ， Ｄ
Ｘ（ε）＝ｖｍ・Ｑｓ， 

ＧＦ（ε）＝Ｆｓ， Ｇ
Ｖ（ε）＝ｖｓ・Ｑｓ， Ｃ

Ｆ（ε）＝Ｆｍ  

ＡＸ（ε）＝（Ｆｍ／Ｑｃ）・Ｑｓ， Ａ
Ｙ（ε）＝（Ｆｍ／Ｑｃ）・Ｑｐ 

Ｘ（φ）／Ｘ（ε）＝（－ＡＹ（ε）＋ＣＦ（ε）＋ＧＦ（ε）） 

／（Ｘ（ε）－ＧＶ（ε）－ＤＸ（ε）－ＡＸ（ε））  （２３） 

【００４６】 

式（２３）は発明者式（１９）と異なっている。式（２３）の利益式ＰＰ（ε）は[式（２

３）の分母－式（２３）の分子]とすれば求まり，ＰＰ（ε）は式（２），（３），（４）を代

入した式（８）と全く同一である。同一の利益式からは同一の損益分岐点売上高が得られ

なければならない。しかしながら，両者の損益分岐点式は違っている。 
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 表４に与えられる損益表を対象として，両者の理論を比較する。 

 

【表４】 
項 目 借 方 貸 方 

X(ε)  1,000 
DX(ε) 700  
AX(ε)  180  
CF(ε) 190  
AY(ε)  205 
GF (ε) 85  
PP(ε) 50  
簡単のために，GV (ε)=0と仮定する。
AX(-)(ε)=25 
AX(0)(ε)=180－25=155 
AY(+)(ε)=205－155=50 
η(ε)=25－50＝－25 

 

【００４７】 

本発明者による損益分岐点売上高は式（１９）により次のように与えられる。 

ＸApplicant（φ）＝（２５－５０＋１９０＋８５）・１，０００ 

／（１，０００－７００） 

＝８３３                        （２４） 

一方，表４の損益分岐点売上高を Solomons 式（２３）で求めると次のようになる。 

ＸSolomons（φ）＝（－２０５＋１９０＋８５）・１，０００ 

／（１，０００－７００－１８０） 

＝５８３                        （２５） 

ついでに，直接原価計算の損益分岐点売上高Ｘ（φ０）は，式（２０）により求められ次式

のようになる。 

Ｘ（φ０）＝（０＋１９０＋８５）・１，０００／（１，０００－７００） 

＝９１７                          （２６） 

【００４８】 

 表５に発明者式（１９）により与えられた損益分岐点売上高ＸApplicant（φ）（＝８３３）

に対応する発明者理論による損益表を示す。 



   

 24

【表５】 
項 目 借 方 貸 方 
X(ε) 833
DX(ε) 583
AX(ε) 150
CF(ε) 190
AY(ε) 175
GF (ε) 85
PP(ε) 0

式(19)による損益分岐点売上高 
DX(ε)=700·833/1,000=583  
AX(ε)=180·833/1,000=150 
AX(-)(ε)=25(表４と同一) 
AX(0)(ε)=150－25=125 
AY(+)(ε)=50(表４と同一） 
AY(ε)=125+50=175 
η(ε)=150－175=－25（表４と同一） 

 

【００４９】 

同表に示すとおり，ＸApplicant（φ）は損益分岐点売上高である。ＸSolomons（φ）（＝５８３）

は，もちろん，損益分岐点売上高ではない。しかしながら，表６に示す損益表では，ＸSolomons

（φ）は損益分岐点売上高となっている。 

【表６】 
項 目 借 方 貸 方 
X(ε) 583
DX(ε) 408
AX(ε) 105
CF(ε) 190
AY(ε) 205
GF (ε) 85
PP(ε) 0

式(23)による損益分岐点売上高 
DX(ε)=700·583/1,000=408 
AX(ε)=180·583/1,000=105 
AX(-)(ε)=25(表４と同一) 
AX(0)(ε)=105－25=80 
AY(ε)=205(表４と同一) 
AY(+)(ε)=205－80=125 

 

【００５０】 

本発明者による表５と Solomons 理論による 表６の違いは次のとおりである。 表４から

表５に移る過程では，ＡＸ（－）（ε）とＡＹ（＋）（ε）とが定数値として保留され，ＡＸ（Ｘ）

とＡＹ（ｙ）が変数となっている（ただし，η（Ｘ）は定数）のに対し，表４ から表６に
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移る過程では，ＡＸ（－）（ε）とＡＹ（ε）とが定数値として保留され，ＡＸ（Ｘ）とＡＹ（＋）

（ｙ）とが変数となっている。 

【００５１】 

ＡＸ（－）（ε）＝ＡＹ（＋）（ε）＝定数≠０の場合，損益分岐点売上高はη（ε）＝η（φ）

＝０（定数）として，従来公式：Ｘ（φ）＝固定費／（１－変動費率）より求められるが，

この場合に，ＡＸ（－）（ε）を定数，ＡＹ（＋）（ｙ）を変数としてしまったら，従来公式自体

が成り立たない。 

【００５２】 

本発明者の管理総利益理論は Patrick 理論と整合するが，Solomons 理論は Patrick 理論

と整合しない。そのことを以下に証明する。以下の損益分岐線理論の部分は R.L.Brummet

の理論（文献[３]）によるものであり，その解説である文献[４，日本語]を参考にしてい

るが，管理総利益図との整合検証のために，数量単位は使用せず，各金額数値を全て本発

明者が記号化して与えた。これらの記号は，管理総利益理論と損益分岐線理論との同一性

を示すために設けたものである。 

【００５３】 

製造部門と販売部門の２事業部門を考え，製造部門では販売部門に製品を標準原価（製

造直接費＋製造間接費配賦額）で内部販売し，販売部門は製品を標準原価で社内仕入して，

外部販売するものとする。 

基準操業度状態のデータであることを（ω）を付けて表わす。売上高Ｘ（ω）で，営業

利益ＰＰ（ω）＝ＣＦ，ＡＸ（－）（ω）＝０，ＡＸ（ω）＝ＣＦ，ＡＹ（＋）（ω）＝０，ＡＹ（ω）

＝ＣＦとなる損益表があるものとする。 

【００５４】 

 図３（ａ）に損益分岐線理論の説明図を示す。図３（ａ）において，横軸は製造数量ｙ

を表す。縦軸は売上数量ｘとそれに相当する売上高Ｘを表す。製造部門において，製造間

接費配賦額は三角形Ｐ４-Ｐ１-Ｐ５の縦値であり，製造アイドルコストは，三角形Ｏ-Ｐ１

-Ｐ４の縦値（この値は，三角形Ｏ-Ｐ２-Ｐ４の縦値に等しい。）であり，全部製造原価は

三角形Ｐ４-Ｐ１-Ｐ６の縦値である。販売部門では，三角形Ｐ４-Ｐ１-Ｐ６の縦値が内部

仕入原価であり，売上高（又は売上数量）は三角形Ｐ４-Ｐ１-Ｐ２（又は三角形Ｏ-Ｐ１-

Ｐ２）の縦値であり，販売部門の全原価は四角形Ｐ４-Ｐ１-Ｐ８-Ｐ７の縦値である。従っ

て，直線Ｐ４-Ｐ２と直線Ｐ７-Ｐ８で囲まれる区域の縦値が販売部門利益である。 

【００５５】 

図３（ａ）における販売部門の販売部門利益と製造部門の製造アイドルコストとの関係

だけを取り出したのが図３（ｂ）である。図３（ｂ）において，三角形Ｏ-Ｐ２-Ｐ４の縦

値が製造アイドルコスト，直線Ｏ-Ｐ２と直線Ｐ７-Ｐ８との差の縦値が販売部門利益であ

る。１会計期間内において，如何なる売上数量においても，販売部門利益と製造アイドル

コストとが相殺する場合には，企業全体の利益，すなわち営業利益は０である。この関係
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を利用すれば，営業利益＝０とする製造数量と売上数量の組み合せは無数にあり，それら

は軌跡をなし，図３（ａ）上の点Ｐ３と点Ｐ１４を結ぶ損益分岐線をなすというのが損益

分岐線理論である。 

【００５６】 

損益分岐線上の点が管理総利益図における管理総利益率線上の点であることは次のよう

に確かめられる。図４（a）は図３（a）の横軸をＸ軸に変換し，ｙの値は点Ｐ２，Ｐ１０，

Ｐ１３の記号の中に閉じ込めたものである。図４（ｂ）は図４（ａ）中の四角形Ｏ-Ｐ６-

Ｐ２-Ｐ１５を取り出したものであり，実はこの図は管理総利益図になっている。 

【００５７】 

図３（ａ）におけるＰ３は，ｙ（ε）＝０，すなわち，製造アイドルコスト＝ＣＦの場合

である。この場合，売上製品を全量，期首棚卸資産とし，ｘ（ε）＝Ｏ-Ｐ３＝Ｏ-Ｐ１＝

ｙ（ω），すなわち，Ｘ（ε）＝Ｐ１-Ｐ２＝Ｘ（ω）とすれば，ＡＸ（ε）＝ＡＸ（－）（ε）

＝ＣＦ，従って販売部門利益＝Ｐ２-Ｐ８＝ＣＦであるから，Ｐ３は損益分岐点である。 

【００５８】 

図３（ａ）と図４（ａ）におけるＰ３の条件は，図４（ａ）と図４（ｂ）におけるＰ２

の条件と適合することを次のように示す。 

ｙ（ε）＝０，ＡＹ（ε）＝ＡＹ（０）（ε）＝ＡＹ（＋）（ε）＝０，ＤＹ（ε）＝０， 

ＡＸ（－）（ε）＝ＣＦ，ＡＸ（０）（ε）＝０，ＡＸ（ε）＝ＣＦ，ＤＸ（ε）＝ＤＸ（－）（ω），

Ｘ（ε）＝Ｘ（ω）＝ＧＦ＋ＧＶ（ω）＋２ＣＦ＋ＤＸ（－）（ω），η（ε）（式（２））＝

ＣＦ，ｆＰ(ε)(式（１０）) ＝２ＣＦ＋ＧＦ, ＥＸ(ε)(式（３）) ＝ ＤＸ（－）（ω）＋ 

ＣＦ, ＱＭ(ε) (式（４）) ＝ＧＦ＋ＧＶ（ω）＋ＣＦ, δ(ε)(式(５)) ＝ＣＦ, 

ＱＭξ（ε）(式(１３)) ＝ Ｇ（ω）＋Ｃ
Ｆ，ＰＰ（ε）（式（１５））＝０ 

【００５９】 

図３（ａ）におけるＰ１０は，製造数量＝売上数量，すなわち，η（ε）＝０の条件で

成りたち，Ｘ（ε）＝Ｘ（φ０）は直接原価計算の損益分岐点であり，全部原価計算の損益

分岐点でもある。図３（ａ）と図４（ａ）におけるＰ１０の条件は，図４（ｂ）における

Ｐ１０の条件に適合することを次のように示す。ＡＸ（－）（ε）＝ＡＸ（＋）（ε）＝ＤＸ（－）（ε）

＝ＤＸ（＋）（ε）＝０としても一般性は失われない。 

【００６０】 

ζ＝（ＣＦ＋ＧＦ）／（２ＣＦ＋ＧＦ）＝（ＣＦ＋ＧＦ）／（Ｘ（ω）－ＤX（ω）－ＧＶ（ω）），

Ｘ（φ０）＝ζ・Ｘ（ω），Ｄ
X（φ０）＝ζ・Ｄ

X（ω），ＧＶ（φ０）＝ζ・Ｇ
Ｖ（ω）（∵

Ｐ７-Ｐ１０-Ｐ４とＰ８-Ｐ１０-Ｐ２の関係），ＡＸ（φ０）＝Ａ
Ｙ（φ０）＝ζ・Ｃ

Ｆ，

ＥＸ(ε)(式（３）) ＝ζ・（ＤX（ω）＋ＣＦ），ＱＭ(φ０) (式（４）) ＝ζ・（Ｘ（ω）

－ＤX（ω）－ＣＦ）＝ζ・（ＣＦ＋Ｇ（ω）），δ(φ０)(式(５))＝Ｃ
Ｆ・（１－ζ）， 

ＱＭξ（φ０）（式（１３））＝Ｇ（φ０）＋Ｃ
Ｆ・（１－ζ）＝ＧＦ＋ζ・ＧＶ（ω） 

＋ＣＦ・（１－ζ）＝（ＣＦ＋ＧＦ）｛１＋（ＧＶ（ω）－ＣＦ）／（２ＣＦ＋ＧＦ）｝ 
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＝ζ・（ＣＦ＋ＧＦ＋ＧＶ（ω））＝ＱＭ（φ０），Ｐ
Ｐ（ε）（式（１５））＝０， 

ｆＰ(ε)(式（１０）) ＝ＣＦ＋ＧＦ 

【００６１】 

 図３（ａ）におけるＰ１４は，ｙ（ε）＝ｙ（ω）の状態，すなわち，製造アイドルコ

スト＝０の状態である。図３（ｂ）でｘ（ε）＝Ｏ-Ｐ１１，すなわち図３（ａ）でｘ（ε）

＝Ｏ-Ｐ１２であれば販売部門利益＝０であるから，Ｐ１４は損益分岐点である。図４（ａ）

におけるＰ１４の条件は図４（ａ）と 図４（ｂ）におけるＰ１３の条件に適合することを

次のように示す。 

【００６２】 

ＡＸ（－）（ε）＝０，ＡＸ（ε）＝ＡＸ（０）（ε）＝ＡＹ（０）（ε）＝ＣＦ・ＧＦ／（ＣＦ＋ 

ＧＦ）（∵ＡＸ（ε）＝ＣＦ・Ｏ-Ｐ１１／Ｐ４-Ｐ８＝ＣＦ・Ｏ-Ｐ７／Ｐ４-Ｐ７，図３（ｂ））， 

  ＡＹ（ε）＝ＣＦ，ＡＹ（＋）（ε）＝ＡＹ（ε）－ＡＹ（0）（ε）＝（ＣＦ）２／（ＣＦ＋ＧＦ）， 

Ｘ（ε）＝ｘ（Ｐ１２-Ｐ１３）の売上高＝Ｘ（Ｐ１-Ｐ１４）＝Ｘ(ω) ・ＧＦ／ 

（ＣＦ＋ＧＦ）（∵Ｘ（ε）／Ｘ（ω）＝ＡＸ（ε）／ＣＦ），η（ε）（式（２））＝ 

－（ＣＦ）２／（ＣＦ＋ＧＦ），ＤＸ（ε）＝ＤＸ（ω）・ＧＦ／（ＣＦ＋ＧＦ）（∵Ｘ（ε）

／Ｘ（ω）比），ＧＶ（ε）＝ＧＶ（ω）・ＧＦ／（ＣＦ＋ＧＦ）（∵Ｘ（ε）／Ｘ（ω）比）），

ＥＸ(ε)(式（３）)＝ＧＦ・（ＤＸ（ω）＋ＣＦ）／（ＣＦ＋ＧＦ），ＱＭ（ε）（式（４））

＝ＧＦ・（Ｘ（ω）－ＤＸ（ω）－ＣＦ）／（ＣＦ＋ＧＦ）＝ＧＦ（ＣＦ＋Ｇ（ω））／（ＣＦ

＋ＧＦ）＝ＧＦ＋ＧＦ・ＧＶ（ω）／（ＣＦ＋ＧＦ）＝ＧＦ＋ＧＶ（ε）(∵ＧＶ（ε）／ 

ＧＶ（ω）＝Ｏ-Ｐ１１／Ｐ４-Ｐ８＝ＧＦ／(ＣＦ＋ＧＦ）)，δ(ε)(式(５)) ＝０， 

ＱＭξ（ε）（式（１３））＝Ｇ
Ｆ＋ＧＶ（ε），ＰＰ（ε）（式（１５））＝０，証明終わり。 

この証明の過程で，A.W.Patrick，R.L.Brummet のいう販売部門利益とは，ＰＭ（ε）に当

たり，製造アイドルコストとはδ（ε）に当たる。 

【００６３】 

このように，管理総利益理論は，η（ε）＝０でなりたつ従来理論と，及び Patrick 理

論と Brummet 理論を含む損益分岐線理論と完全に整合する。従って，損益分岐点式として

は，発明者式（１９）が正しく，Solomons 式（２３）は誤りである。しかしながら，D.Solomons

は Patrick 理論を正しいものとして自式を導いているのだから，D.Solomons は公式の誘導

の過程で誤ったのであり，誤った結果としての公式が表６の結果の損益分岐点を与えるこ

とになるという意味である。 

【００６４】 

D.Solomons の記号と誘導方法に従った損益分岐点公式の導き方は次のとおりである。

式（８）において，Ｘ（ε）＝Ｘ（φ）でＰＰ（φ）＝０，ＱＭ（φ）＝Ｘ（φ）－ 

（ＤＸ（φ）＋ＡＸ（φ））が成り立つので，D.Solomons の記号を用いて次式が得られる。 

Ｑｓｂ（ａ）（ｐ－ｖｍ－ｖｓ）＝η（φ）＋Ｆｍ＋Ｆｓ                     （２７） 

一方，ＡＸ（φ）＝ＡＸ（－）（ε）＋ＡＸ（０）（φ），ＡＹ（φ）＝ＡＹ（０）（φ）＋ＡＹ（＋）（ε），
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ＡＸ（０）（φ）＝ＡＹ（０）（φ）であるから， 

η（φ）＝η（ε）＝式（２）＝（Ｑｓ－Ｑｐ）・Ｆｍ／Ｑｃ               （２８） 

従って，D.Solomons の記号で表された損益分岐点式は次式のようでなければならない。 

Ｑｓｂ（ａ）＝｛（Ｑｓ－Ｑｐ）・Ｆｍ／Ｑｃ ＋Ｆｍ＋Ｆｓ｝／（ｐ－ｖｍ－ｖｓ）   （２９ 

【００６５】 

図５は，全部原価計算４５度線損益分岐点図を従来の図示方法で示したものである。図

５に見るとおり，従来の損益分岐点図でη（ε）を固定費扱いして従来の固定費に加算し

てやれば全部原価計算損益分岐点図になることが分かる。損益分岐線の意味は，図５を参

照すると理解し易い。損益分岐線が存在するとは，図５に示すように，ＣＦとＧＦを固定費

とし，変動費率＝（ＤＸ（ε）＋ＧＶ（ε））／Ｘ（ε）＝一定とする損益表があるときに，

如何なるη（ε）に対しも，原価線と４５度線との交点として利益＝０とする売上高Ｘ（φ）

が存在するということを意味している。 

【００６６】 

以上，ここまでは全部原価計算に対する 1 企業当たりの利益図に関する理論構築の部分

である。次に，次の各種の会計部門が存在するときの各製造直接費部門別の税引前当期利

益に対する利益図作成のための理論構築を行う。次の記号を使用する。 

（１） 複数の製造直接費部門（ｍ＝ｍ1，ｍ２，・・，ｍｎ） 

（２） 複数の製造間接費部門（ｃ＝ｃ1，ｃ２，・・，ｃｎ） 

    上添え字Ｃはｃ部門間での内部取引を示す。 

（３） 販売一般管理費部門（ｇ） 

（４） 営業外損益部門（ｕ） 

営業外損益（＝営業外費用－営業外収益）：Ｕ 

（５） 特別損益部門（ｓ） 

    上添え字Ｓはｓ部門とｃ部門との間の内部取引を示す。 

特別損益（＝特別損失－特別利益）：Ｓ 

（６） 棚卸資産を除く資産部門（ｒ） 

上添え字Ｒはｒ部門とｃ部門との間の内部取引を示す。 

税引前当期利益をＰＴ（ε）で表わす。損益集合計算をｚで表す。損益計算において，棚

卸資産を除く資産部門を考慮するのは，例えば，建設業者が自社ビルを自力で建設する場

合などがあるからである。 

【００６７】 

社内振替価格制度においては，社内振替価格に内部利益を含ませることも含ませないこ

ともある。社内振替価格に内部利益を加算しないで社内振替価格を設定する場合，すなわ

ち，社内振替価格を原価法で設定する場合には，社内振替制度は，決算会計処理としては

標準原価計算の場合と同一である。そこで，記述の複雑さを避けるために，標準原価計算

の用語に社内振替価格制度による原価計算の意味を含ませるものとする。従って，製造間
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接費配賦額は社内振替価格も意味することにする。そこで，次の仮定Ａを設ける。 

仮定Ａ：社内振替価格は標準価格を基に設定されている。 

【００６８】 

本理論構築のために販売一般管理費部門に社内振替価格制度を設けても理論的には何も

問題ないのであるが，販売一般管理費は期間原価であり，製品原価である製造間接費とは

原価計算において通常，取り扱いが区別されるので，記述上の便のために次の仮定Ｂを設

ける。 

仮定Ｂ： 販売一般理費部門には社内振替価格制度は設けられていない。 

【００６９】 

実務においては，各製造間接費部門間で，あるいは同一製造間接費部門内の小部署間で

何重にも重なった内部取引が発生する可能性がある。そこで記述上の複雑さを避けるため

に，仮定Ｃを設ける。しかしながら，内部取引が何重にも重なる場合は最後の取引を仮定

Ｃとみなせばよい。 

仮定Ｃ：同一製造間接費部門内部における場合も含め，各製造間接費部門間での互いの配

賦行為は１回以内である。 

【００７０】 

製造間接費配賦額の配賦の状況を調べるために次のように記号を定義をする。ｃｉ製造

間接費部門がｗ部門に製品又はサービスを提供し，ｗ部門から製造間接費配賦額価値を受

け取るとき，その製造間接費配賦額をＡに下添え字ｃｉ，ｗを付けてＡｃｉ，Ｗと表す。例え

ば，社内振替価格制度においては，Ａｃｉ，ｃｊは，ｃｉ製造間接費部門がｃｊ製造間接費部

門から受け取る収益であり，同時にｃｉ製造間接費部門から配賦されたｃｊ製造間接費部

門の費用（原価）である。 

【００７１】 

 表７は全ての製造間接費部門が当期に配賦する製造間接費配賦額全額の内訳である。 

【表７】         
ｃ部門 

相手部門 
ｃ1 ｃｉ ｃｎ 合計 

m1 
ｍ部門       mj 

mn 

AY
c1,m1 

AY
c1,mj 

AY
c1,mn 

AY
ci,m1

AY
ci,mj

AY
ci,mn

AY
cn,m1

AY
cn,mj

AY
cn,mn

 
AY 

c1 
ｃ部門        cj 
         cn 

AC
c1,c1 

AC
c1,ci 

AC
c1,cn 

AC
ci,c1

AC
ci, ci

AC
ci, cn

AC
cn,c1

AC
cn,ci

AC
cn,cn

 
AC

販売一般管理費部門 - - - - 
営業外損益部門 - - - - 
特別損益部門 AS

c1,s AS
ci,s AS

cn,s AS

その他の資産部門 AR
c1,r AR

ci,r AR
cn,r AR

 
 
 
 
AH
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【００７２】 

記号の定義に従い，ＡＣ（ε），ＡＳ（ε），ＡＲ（ε）は，それぞれ，全製造間接費部門，

特別損益部門，棚卸資産を除いた資産部門に配賦された製造間接費配賦額である。ＡＨは次

式の右辺の合計である。 

  ＡＨ（ε）＝ＡＣ（ε）＋ＡＳ（ε）＋ＡＲ（ε）              （３０） 

表８に，１企業当たりの税引前当期利益損益表を示す。 

【００７３】 

【表８】 
項  目 借 方 貸 方 

売上高  X(ε) 
売上製造直接費（実際） DX(ε)  
売上製造間接費配賦額 AX(ε)  
製造間接費 CF(ε)+AC(ε)  
製造間接費部門配賦収益  AY(ε)+AH(ε) 
販売一般管理費 G (ε)  
営業外損益 U(ε)  
特別損益 S(ε)+AS(ε)  
税引前当期利益 PT(ε)  

【００７４】 

表８に式（１）～式（４）を代入すれば，表９を得る。 

【表９】 

項  目 借 方 貸 方 
管理総利益  QM(ε) 
売上製造間接費配賦額   AX(ε) 
管理固定費 fT(ε)  
税引前当期利益 PT(ε)  

【００７５】 

ここにｆＴ（ε）は次式で表わされる。 

ｆＴ（ε）＝η（ε）＋γ（ε）                     （３１） 

γ（ε）＝（ＣＦ＋ＡＣ（ε））＋ＧＦ＋Ｕ（ε）＋（Ｓ（ε）＋ＡＳ（ε））－ＡＨ（ε） 

      ＝ ＣＦ＋ＧＦ＋Ｕ（ε）＋Ｓ（ε）－ＡＲ（ε）         （３２） 

式（３２）右辺における－ＡＨ（ε）は，ＡＣ（ε）とＡＳ（ε）に対する配賦原価の相殺操

作とＡＲ（ε）による費用減であることは明らかである。式（３１），式（３２）の結果は，

ｆＴ（ε）は結局，財務会計データ中の実際原価である固定費（売上高の増減に関係しない。）

からのみ成り立っていることを示している。 

【００７６】 

 表９と表３とを比較すれば，ＰＴ（ε）に対応する管理総利益図を描くには，管理固定費

ｆＰ（ε）の代わりに管理固定費ｆＴ（ε）を用いればよいことが分かる。 
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【００７７】 

 表９を観察すると，表中のｆＴ（ε）を除く全ての項は，定義上，製造直接費部門別に自

動的に分解できる。従って，表９を各製造直接費部門別に分解しようとすれば，ｆＴ（ε）

に対して製造直接費部門別の原価の配分基準が必要になる。 

【００７８】 

次の記号を導入すると，式（３１）は式（３３）に変換される。 

｛ ｝ｍｉ：｛ ｝の中の原価でｍｉ部門の直接費部分を示す。 

[ ] ：[ ] の中の原価の内，ｍ部門に関し共通費部分を示す。 

〈 〉ｍｉ：管理固定費配分基準により〈 〉の中の原価をｍｉ部門別に分解する 

操作を示す。 

ｆＴ（ε）ｍｉ＝η（ε）ｍｉ＋｛γ（ε）｝ｍｉ＋ 〈[γ（ε）]〉ｍｉ         （３３） 

【００７９】  

以上の結果，表９は表１０のように各ｍｉ部門別に分解できる。各ｍｉ部門に対し，表

１０は図２の形に変換できる。 

               【表１０】 
項  目 借 方 貸 方 

管理総利益  QM(ε) mi 

売上製造間接費配賦額  AX(ε) mi 
管理固定費 fT(ε)mi  
税引前当期利益 PT(ε) mi  

 

【００８０】 

ｆＴ（ε）に対する管理固定費配分基準の内容は，企業の任意である。しかしながら，本

明細書においては，〈[γ（ε）] 〉ｍｉ に対して，企業の中の各部門が事前に互いに合意で

きる基準を採用することを推奨する。例えば次のようである。（１）当年の，又は過去数年

累計のＡＸ（ε）ｍｉ／Ａ
Ｘ（ε）比。（２）当年の，又は過去数年累計のＸ（ε）ｍｉ／Ｘ（ε）

比など。 

 

 表１１は製造直接費部門がｍ１とｍ２，製造間接費部門がｃ１とｃ２あるときの損益表

の一例である。 
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【表１１】 
全体 m1 m2 部 門 

項 目 借 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方 貸 方 
X(ε)  1,000  ｛600｝  ｛400｝ 
DX(ε) 700  ｛430｝  ｛270｝  
AX(c1) 95  ｛60｝  ｛35｝  

x 

AX(c2) 85  ｛45｝  ｛40｝  
CF(c1) 100      
CF(c2) 90      
AC(c1) 30      
AC(c2)  30     
AY(c1)  135  ｛80｝  ｛55｝ 
AY(c2)  70  ｛40｝  ｛30｝ 
AS(ε)  5  ｛3｝  ｛2｝ 

c 

AR(ε)    [10]     
g GF [85]      
u U(ε) [10]      

S(ε) [10]      s 
AS(ε) 5  ｛3｝  ｛2｝  

ｚ PT(ε) 40      
r AR(ε) [10]      

GV=0とする。 
AX(-)(ε)=25,  AX(-)(ε)m1=15,  AX(-)(ε)m2=10 
AX(0)(ε)=AY(0)(ε)=180－25=155 
AX(0)(ε)m1=105－15=90,  AX(0)(ε)m2=75－10=65 
AY(+)(ε)=205－155=50 
AY(+)(ε)m1 =120－90=30,  AY(+)(ε)m2=85－65=20 
η(ε)=25－50=－25 
ηm1(ε)=15－30=－15, ηm2(ε)=10－20=－10 
AH(ε)=30+5+10=45 

 
【００８２】 

ｆＴ（ε）に対する管理固定費配分基準として，ＣＦに対しては過去３年のＡＸ（ε）ｍｉ

／ＡＸ（ε）比を，その他の項に対しては，過去３年のＸ（ε）ｍｉ／Ｘ（ε）比を採用する。

表１１は表１２に変換される。表１２は図６に示すようにｍ１，ｍ２部門別の管理総利益

図に変換される。 
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【表１２】 
項  目 全 体 m1 m2 

記 号 摘 要 借 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方 貸 方

QM(ε)   120  65  55 
AX(ε)   180  105  75 
fT(ε)  260  142  118  
η(ε)  －25  －15  －10  
CF(c1) AX比  100  55  45  
CF(c2) AX比 90  54  36  

GF 売上高比 85  43  42  
U(ε) 売上高比 10  5  5  
S(ε) 売上高比 10  5  5  
－AR(ε) 売上高比 －10  －5  －5  

PT(ε)  40  28  12  
過去３年の平均ＡＸ比 

AX(c1)m1 : AX(c1)m2 = 55 : 45    AX(c2)m1 : AX(c2)m2 = 60 : 40 
過去３年の平均売上高比 

X(m1) : X(m2) = 50 : 50 
 

【００８３】 

 ｆＴ（ε）の内容が式（３１），式（３２）の内容であることが分かっていれば，表１２

を経ないで表１１に対して直接ｍｉ部門別分解を施すことも可能である。実務における損

益表においては，例えば製造間接費部門の借方には，製造間接費と他部門からの製造間接

費配賦額（振替費用）が入り混じり，表１１のように記号どおりにきれいに分解できない

こともあるが，そのような場合においても，ｆＴの関係数値を借方に集計し，それに管理固

定費配分基準を施せば，相殺によって結局は求める数値が得られる。 

【００８４】 

第２種の製造間接費（製造間接費配賦額が売上高に対し，固定費であるか準固定費であ

る。）が存在する場合は，本明細書の各式に対し，第１種に関する各項を第１種＋第２種の

各項に置き換えればよい。更に，その場合の管理総利益図は，第１種だけの場合のＬ１，

Ｌ２，Ｌ３の各線を下方に第２種製造間接費配賦額分だけ平行移動させればよい。 

【００８５】 

 表１２は企業利益を最後にｍｉ部門別に配分したもので，ｍｉ部門以外の部門では部門

利益の概念はなくなる。しかしながら，例えば製造直接費部門では管理総利益や，あるい

は管理営業利益の概念を用いて，他の部門では部門原価差異を用いて業績評価することも

可能である。 

【００８６】 
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【００８７】 

 

 [ビジネス上の課題を解決するための手段]  

全部原価計算損益表に対する図形表示の目的は，棚卸資産の影響を考慮に入れて，売上

高と利益と費用との関係を人間の感覚に訴えて理解させることである。人間の感覚に訴え

る最良の手段はパーソナルコンピューターを利用した映像の提供であり，企業経営者は，

パーソナルコンピューターを利用したＬＡＮ，イントラネット，インターネットによるコ

ンピューター情報ネットワークを通じて，映像を社員や外部者に提供できる。更に，顧客

に対して，情報ネットワークを通じて利益図の提供を願う会計法人や経営コンサルタント

に対しても，映像提供はビジネス手段として非常に有効である。 

【００８８】 

 

【実施例】  

この発明は，上述の管理総利益理論に基づいて，管理総利益図等をコンピューター情報

ネットワーク上に展開することによって，企業経営者や会計法人，経営コンサルタントに

新しいビジネスの方法を提供するものである。 

【００８９】 

請求項 1 は，図５に示す４５度線損益分岐点図のコンピューターによる計算法と作図法

を述べている。図５は簡単のために，全部原価計算営業利益損益表に対する損益分岐点図

となっているが，式（１０）の代わりに式（３１）を用いれば，営業利益図の代わりに税

引前当期利益図が得られることはは明らかである。 

【００９０】 

 請求項２の内容は，図７によって説明される。ブロック 1は全部原価計算を採用する企

業の中の各管理会計部門を，ブロック２はパーソナルコンピューター（ＰＣ）と管理会計

データベースとサーバーを示している。ブロック３は損益集合部門を，ブロック４は企業

の外部者を示している。もし，ブロック 1 からブロック２に到るデータが膨大であれば，

事前の段階で,各管理会計部門でデータを圧縮し，管理総利益図等の作成に必要なデータだ

けをブロック２に送ってもよい。ブロック３では，ブロック２から管理総利益図等の作成

に必要なデータを取り出し，本明細書に記された管理総利益理論により管理総利益図等を
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コンピューターにて計算し，画像としてブロック２に送る。ブロック１は，ブロック２に

開示された管理総利益図等を閲覧する。 

【００９１】 

 請求項３の内容は，図８によって説明される。図８のブロック 1 は全部原価計算を採用

する複数の企業を，ブロック２は会計法人や経営カンサルタントを表している。ブロック 1

は，ブロック２の指示の下で作成された管理会計データをインターネットを経由してブロ

ック２に送り，ブロック２はそれらのデータを管理総利益理論に基づいて管理総利益図等

に変換してブロック１に送る。 

【００９２】 

 請求項４は，企業の経営状況を説明するために，損益表に対応する図２や図５の資料を

損益表に添付するビジネスをいっている。 

【００９３】 

 

【発明の効果】 

 全部原価計算における管理会計において，工場で管理目標とすべき利益は，その性質上，

管理総利益である。本発明は，全部原価計算における原価（C）と売上高（Ｖ）と管理総利

益（Ｐ）との数式的関係を明らかにし，それらの関係を管理総利益図として，図形表示す

ることを可能にした。従って，もし全部原価計算を採用している企業がコンピューター情

報ネットワークによる損益計算の図形表示開示を必須条件とし，且つ管理会計と財務会計

とが統一化された会計システムを構築したいと望むならば，本発明者による管理総利益理

論に基づいた会計システムは，その望みに適い得る唯一の会計システムとなるであろう。

本発明により，標準原価計算の下での CVP 分析（Cost-Volume-Profit Analysis）が可能で

ある。 

 

【表の簡単な説明】   

 表１は，全部原価計算を行う企業の営業利益までの通常の損益表を記号表示したものであ

る。 

表２（ａ），表２（ｂ），表２（ｃ），表２（ｄ）は，全部原価計算を採用する企業におけ

る，販売一般管理費部門，製造直接費部門，製造間接費部門，損益集合部門の管理会計部

門別で採用されている損益表である。 

表３は表１を利益図に変換するための営業利益損益表である。 

表４は発明者理論と Solomons 理論とを比較するために提示した例題としての損益表であ

る。 

表５は発明者式（１９）により与えられる損益分岐点売上高に対応する損益表である。 

表６は Solomons 式（２３）により与えられる損益分岐点売上高に対応する損益表である。 

表７は全ての製造間接費部門が当期に配賦する製造間接費配賦額全額の内訳を示したも
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のである。 

表８は製造間接費配賦額の内訳が表７である場合の 1 企業当たりの税引前当期利益損益

表である。 

表９は表８を変換した１企業当たりの税引前当期利益に対応する図形データ表である。 

表１０は表９を各製造直接費部門別に分解した税引前当期利益に対応する図形データ表

である。 

表１１は複数の製造直接費部門（本例では２個），複数の製造間接費部門（本例では２個）

が存在するときの税引前当期利益損益表の 1例である。本表ではＧ＝ＧＦ＝固定費と仮定し

ている。 

表１２は表１１を図形データに変換したものである。 

 

【図面の簡単な説明】 

【図１】式（１）の関係を示す図である。 

【図２】本発明者によって提供された 1企業当たりの管理総利益図を示すものである。 

【図３】（ａ）は，従来の損益分岐線理論を説明するための図，（ｂ）は（ａ）の中の販

売部門利益と製造部門の製造アイドルコスト（配賦もれ固定製造費）との関係だけを取り

出した図である。 

【図４】（ａ）は図３（ａ）を従来の４５度線損益分岐点図上に表現したものである。（ｂ）

は（ａ）上の各点と管理総利益図上の各点とが整合することを示す図である。 

【図５】請求項 1の内容を示す図である。 

【図６】表１２を管理総利益図に変換して示す図である。 

【図７】請求項２の内容を示す図である。 

【図８】請求項３の内容を示す図である。 

 

【符号の簡単な説明】  

Ａ：製造間接費配賦額 

ｃ：ｃ＝ｃ1，ｃ２，・・，ｃｎ；各製造間接費部門の全部 

Ｃ：製造間接費（実際） 

Ｄ：製造直接費（実際） 

Ｅ：全部製造原価；Ｄ＋Ａ 

ｆ：限界管理総利益線の縦軸切片値；管理固定費 

ｇ：販売一般管理費部門 

Ｇ：販売一般管理費(実際)；ＧＦ(固定費)＋ＧＶ(変動費) 

ｍ：ｍ＝ｍ1，ｍ２，・・，ｍｎ；各製造直接費部門の全部 

ＰＭ：管理営業利益；ＱＭ－Ｇ 

ＰＰ：売上営業利益；Ｑ－Ｇ 
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ＰＴ：売上税引き前当期利益 

Ｑ：売上総利益 

ＱＭ：管理総利益；Ｘ－Ｅ 

ＱＭξ：限界管理総利益；Ｇ＋δ 

ｒ：棚卸資産を除く資産部門 

ｓ：特別損益部門 

Ｓ：特別損益；特別損失－特別利益 

ｕ：営業外損益部門 

Ｕ：営業外損益；営業外費用－営業外収益 

Ｘ：売上高 

ｘ：売上数量 

ｙ：製造数量 

ｚ：損益集合部門，又は損益集合計算 

α：製造間接費配賦額対売上高比率－変動販売一般管理費率；（ＡＸ－ＧＶ）／Ｘ 

β：管理総利益率；ＱＭ／Ｘ 

δ：製造間接費原価差異；ＣＦ－ＡＹ 

ε：決算損益計算書中の数値であることを示す。 

η：棚卸資産製造間接費配賦額正味繰越額，式（２） 

φ：全部原価計算の損益分岐点であることを示す。 

φ０：直接原価計算の損益分岐点であることを示す。 

γ：ｆＴ中のηを除く項。式（３２） 

ω：基準操業度状態のデータであることを示す。 

上添え字（－）：１会計期間において，原価が期首棚卸資産に属することを示す。 

上添え字（＋）：１会計期間において，原価が期末棚卸資産に属することを示す。 

上添え字（０）：１会計期間において，原価が棚卸資産に属さないことを示す。 

上添え字Ｃ：製造間接費部門の中の各部分部門間での内部取引であることを示す。 

上添え字Ｆ：原価が固定費であることを示す。 

上添え字Ｈ：式（３０）の右辺を示す。 

上添え字Ｍ：管理総利益や管理営業利益に関係することを示す。 

上添え字ｐ：営業利益に関係することを示す。 

上添え字Ｒ：ｒ部門とｃ部門との間の内部取引であることを示す。 

上添え字Ｓ：ｓ部門とｃ部門との間の内部取引であることを示す。 

上添え字Ｔ：税引前当期利益に関係することを示す。 

上添え字Ｖ：原価が変動費であることを示す。 

上添え字Ｘ：原価が売上製造原価であることを示す。 

上添え字Ｙ：原価が製造原価であることを示す。 
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下添え字ｃｉ，ｗ：ｃｉ部門がｗ部門から得る配賦収益であることを示す。 

下添え字ｍｉ：ｍｉ製造直接費部門 

下添え字ξ：ＱＭ(ε)がＰＰ(ε)＝０の限界の状態の下にあることを示す。 

〈 〉ｍｉ：管理固定費配分基準により原価をｍｉ部門別に分解する操作を示す。 

｛ ｝ｍｉ：｛ ｝の中の原価でｍｉ部門の直接費部分を示す。 

[ ]  ：[ ] の中の原価の内，ｍ部門に関し共通費部分を示す。 

〈 〉ｍｉ：管理固定費配分基準により〈 〉の中の原価をｍｉ部門別に分解する 

操作を示す。 
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【書類名】  図面 
【図１】 
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【図２】 
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【図３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図４】 
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【図５】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

【図６】 
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【図７】 
 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

          

 
 

【図８】 
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【書類名】 要約書 

【要約】 

損益分岐点を特定する手段を持った全部原価計算の下での会計システムであって，４５

度線を用いた損益分岐点図において，η＝棚卸資産における製造間接費配賦額・正味繰越

額を定義し，従来の損益分岐点図においてηを他の固定費に対する付加的な固定として取

り扱い，その固定費の上に加えられた変動費線と４５度線との交点をもって損益分岐点と

特定する。さらにこのシステムは，出願者によって以前に創案された管理総利益図による

管理を目指している企業において，製造管理会計部門別を対象とする個々の損益分岐点を

特定する手段と，コンピューター情報ネットワークを通じてそれらを企業関係者へ開示す

る手段と，同ネットワークを通じて顧客企業に当該損益分岐点図を送る会計アドバイザー

システムを含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【選択図】              図６  
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